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第76回 定時株主総会

招 集 ご 通 知

◆ 日 時
平成28年12月21日（水曜日）午前10時
◆ 会 場
横浜市戸塚区前田町100番地
当社本社会議室
(後掲の会場ご案内図をご参照ください)

議決権行使期限：平成28年12月20日（火曜日）午後５時まで

◆ 議 案
第１号議案　取締役８名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

証券コード：6747

表紙２
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平成28年12月５日
株 主 各 位 横 浜 市 戸 塚 区 前 田 町 1 0 0 番 地

取 締 役 社 長 掛 川 　隆

第76回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第76回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、後記
｢株主総会参考書類｣ をご検討のうえ、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成28年12月20日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきたく
お願い申しあげます。

敬 具
記

１．日　　時 平成28年12月21日（水曜日）午前10時
２．場　　所 横浜市戸塚区前田町100番地

当社本社会議室
(後掲の会場ご案内図をご参照ください。)

３．株主総会の目的事項
報告事項 １．第76期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）事業報告、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件

２．第76期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）計算書類の内容報
告の件

決議事項 第１号議案　取締役８名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
※ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参く

ださいますようお願い申しあげます。
※ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイ

ト（アドレス　http://www.koito-ind.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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株主総会における議決権は、株主の皆様の重要な権利です。是非とも議決権をご行使いただきますよう　
お願い申しあげます。

議決権の行使には以下の２つの方法がございます。

株主総会に ご出席いただける方

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、株主総会当日に会場受付にご提出ください。

▶ 株主総会開催日時：平成28年12月21日（水曜日）午前10時

株主総会に ご出席いただけない方

後記株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご記入いただ
き、切手を貼らずにご投函ください。

▶ 行使期限：平成28年12月20日（火曜日）午後５時到着分まで
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第１号議案 取締役８名選任の件
　現在の取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、新たに取締役８名の選任
をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 １  よ ね  

米
 ざ わ  

澤
 

 
 の り  

典
 あ き  

明 (昭和14年１月20日生)
再 任

所有する当社株式の数：

31,455株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和32年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
昭和63年12月 同社榛原工場長兼相良工場長
平成 ３ 年 ６ 月 同社取締役
平成 ９ 年 ６ 月 同社常務取締役
平成13年 ６ 月 同社専務取締役

平成17年 ７ 月 同社相談役（現任）
ノース・アメリカン・ライティ
ング・インク取締役会長 (CEO)

平成22年 ６ 月 当社代表取締役会長（現任）
平成23年 ８ 月 コイト電工株式会社

代表取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
米澤典明氏は、企業経営に関する豊富な知見を有し、経営の監督、企業価値向上にリーダーシップを発揮
しております。こうした経験と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

候補者番号 ２  や ま  

山
 ぐ ち  

口
 

 
 つ ね  

常
 お  

雄 (昭和24年８月23日生)
再 任

所有する当社株式の数：

7,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和43年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
平成12年 ４ 月 同社管理室長
平成13年 ４ 月 同社航空・AP事業部長兼管理室長
平成18年 ６ 月 同社調達部長
平成22年 ６ 月 当社常務取締役

平成24年11月 コイト電工株式会社常務取締役
平成26年11月 同社取締役常務執行役員
平成27年11月 同社代表取締役社長（現任）

同社社長執行役員（現任）
平成27年12月 当社専務取締役（現任）

(現任の担当等)
生産部門統括
取締役候補者とした理由
山口常雄氏は、調達、生産、営業等の幅広い部門の経験を有し、コイト電工株式会社の社長として経営経
験も豊富であります。こうした経験と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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候補者番号 ３ た

田
ち

地
 か わ  

川
 

 
あ き ら

章 (昭和24年11月23日生)
再 任

所有する当社株式の数：

1,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和43年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
平成 ９ 年 ４ 月 同社関連事業部長
平成15年 ４ 月 同社国際管理部長
平成16年10月 同社関連企業部長
平成19年 １ 月 小糸九州株式会社取締役
平成24年10月 当社経理部長（現任）
平成24年11月 コイト電工株式会社監査役
平成24年12月 当社取締役

平成25年 ３ 月 常州小糸今創交通設備有限公司
監事（現任）

平成25年12月 KPS N.A.,INC.取締役（現任）
平成26年11月 ミナモト通信株式会社監査役

（現任）
平成27年11月 コイト電工株式会社常務取締役

（現任）
同社常務執行役員（現任）

平成27年12月 当社常務取締役（現任）
(現任の担当等)
経理部長、経営企画部担当、管理部門・調達部門統括
取締役候補者とした理由
田地川章氏は、管理部門における豊富な経験を有し、当社グループの経営計画の策定などに手腕を発揮し
ております。こうした経験と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

候補者番号 ４  さ か  

酒
 い  

井
 

 
 た か  

髙
 ゆ き  

之 (昭和27年12月23日生)
再 任

所有する当社株式の数：

24,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和50年 ３ 月 当社入社
平成14年 ８ 月 当社交通システム営業推進室長
平成17年 ６ 月 当社取締役
平成23年 １ 月 常州小糸今創交通設備有限公司

董事長（現任）

平成24年11月 コイト電工株式会社取締役
平成26年11月 同社常務執行役員（現任）
平成27年11月 同社常務取締役（現任）
平成27年12月 当社常務取締役（現任）

(現任の担当等)
航空事業部担当、営業部門統括
取締役候補者とした理由
酒井髙之氏は、営業部門における豊富な経験を有し、当社グループの業績向上に手腕を発揮しておりま
す。こうした経験と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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候補者番号 ５ た

田
 む ら  

村
 

 
 よ し  

芳
 た か  

孝 (昭和26年５月29日生)
新 任

所有する当社株式の数：

1,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和49年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
平成21年 ４ 月 同社生産技術部長

平成27年11月 コイト電工株式会社
取締役常務執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
田村芳孝氏は、生産部門における豊富な経験を有し、当社の子会社であるコイト電工株式会社で生産合理
化などに手腕を発揮しております。こうした経験と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするもので
あります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

候補者番号 ６
 う ち  

内
 や ま  

山
 

 
 ま さ  

正
 み  

巳 (昭和34年５月12日生)
再 任

所有する当社株式の数：

1,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和58年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
平成17年 ６ 月 同社人事部長
平成19年 ６ 月 同社取締役
平成22年 ６ 月 当社取締役（現任）

平成23年 ６ 月 株式会社小糸製作所常務取締役
平成24年 ６ 月 同社取締役常務執行役員

(現任)

(重要な兼職の状況)
株式会社小糸製作所　取締役常務執行役員
取締役候補者とした理由
内山正巳氏は、当社の親会社である株式会社小糸製作所の取締役常務執行役員であり、親会社における企
業統治の知見を当社の経営に活かしていただくため、取締役としての選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありませんが、当該候補者は当社の親会社である株式会社小糸製
作所の取締役常務執行役員であり、当社は同社と取引関係があります。

5
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候補者番号 ７  わ か  

若
ば や し

林
 

 
 ひ で  

秀
 か ず  

和 (昭和27年４月21日生)
再 任

所有する当社株式の数：

24,000株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和51年 ３ 月 当社入社
平成16年 ４ 月 当社IT開発部長
平成17年 ６ 月 当社人事部長

平成19年 ６ 月 当社取締役（現任）
平成27年11月 コイト電工株式会社監査役

（現任）
(現任の担当等)
人事総務部長
取締役候補者とした理由
若林秀和氏は、人事部門での豊富な経験を有し、人材育成などに手腕を発揮しております。こうした経験
と実績を踏まえ、取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

候補者番号 ８  な が  

長
 く ら  

倉
 

 
 き み  

公
 の り  

憲 (昭和23年２月10日生)
新 任 社 外 独 立

所有する当社株式の数：

0株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和45年 ４ 月 株式会社小糸製作所入社
平成11年 ４ 月 同社営業管理部長

平成17年 ６ 月 同社取締役
平成21年 ６ 月 同社常勤顧問

社外取締役候補者とした理由
長倉公憲氏は、企業の営業部門における豊富な経験を有しておられ、当社グループの成長戦略について有
用な助言をいただけることが期待できることから、社外取締役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

(注)　１．長倉公憲氏は、社外取締役候補者であります。
２．長倉公憲氏は、過去に当社の親会社である株式会社小糸製作所の取締役でありましたが、平成21年６月をもって退任しております。
３．長倉公憲氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が選任された場合は、当社は同氏を同取引所に独立役員

として届け出る予定であります。
４．社外取締役との責任限定契約について
　　当社は、社外取締役が職務遂行に当たり期待される役割を十分に発揮することができるよう、現行定款において、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。
　　当該責任限定契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額となります。
　　長倉公憲氏が選任された場合は、当社と社外取締役候補者である同氏は、当該責任限定契約を締結する予定であります。
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第２号議案 監査役１名選任の件
　監査役のうち並松晴行氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、これに伴い監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
 な み  

並
 ま つ  

松
 

 
 は る  

晴
 ゆ き  

行 (昭和26年４月17日生)
再 任 社 外 独 立

所有する当社株式の数：

0株
略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和45年 ４ 月 東京国税局入局
平成23年 ７ 月 東京国税局調査第４部長
平成24年 ７ 月 東京国税局退職

平成24年 ８ 月 税理士登録
平成26年10月 当社税務顧問
平成27年12月 当社監査役（現任）

社外監査役候補者とした理由
並松晴行氏は、その経歴から税務の専門家として豊富な知見を有しておられますことから、知識・経験を
当社の経営の監査に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

(注)　１．並松晴行氏は社外監査役候補者であります。
２．社外監査役候補者に関する事項は、次のとおりであります。
（1）並松晴行氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が選任された場合は、独立役員として届け出る予定で

あります。
（2）社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由

並松晴行氏は、その経歴から企業の税務に精通しておられ、企業会計の知見が豊富であることから、社外監査役としての職務を適切に遂行
していただけるものと判断しております。

（3）並松晴行氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。
（4）社外監査役との責任限定契約について

当社は、社外監査役が職務遂行に当たり期待される役割を十分に発揮することができるよう、現行定款において、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めております。
当該責任限定契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額となります。
社外監査役候補者である並松晴行氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しており、同氏が選任された場合は当該責任限定契約を継続
する予定であります。
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって退任されます取締役掛川　隆、小澤康夫の両氏に対し、在任中の労に報いるた
め、当社の基準に従い退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期及び方法等につきましては、取締役会の決定にご一任願いたいと
存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

 か け  

掛
 が わ  

川
 

 　
た か し

隆
略歴
昭和51年 3 月 当社入社
平成17年 6 月 当社取締役

平成19年 6 月 当社常務取締役
平成21年 6 月 当社取締役社長（現任）

お

小
 ざ わ  

澤
 

 
 や す  

康
お

夫
略歴
平成22年 6 月 当社常務取締役
平成27年12月 当社専務取締役（現任）

以　上

8

退職慰労金贈呈議案
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1 企業集団の現況に関する事項
１）事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加基調等、回復が見
られたものの、円高の進行や中国経済の成長鈍化等による海外経済の下振れ懸念から、企業の生
産抑制や個人消費の鈍化傾向が見られ、景気の先行きに不透明感が残りました。
　このような経済環境のもと、当社グループの売上高は、輸送機器関連事業が国内及び中国高速
鉄道向け販売の増加により売上増となったものの、電気機器関連事業及び住設環境関連事業が売
上減となったことから、前期比0.2％減の525億９千３百万円となりました。
　各事業区分別の営業の概況は、以下のとおりであります。

〔輸送機器関連事業〕
　鉄道車両機器部門は、電装品については主に車両用照明及び車両用モニター装置を積極的に
拡販したことにより、また車両用シートは新幹線向け補給部品販売の増加により、売上増とな
りました。海外市場においては、中国高速鉄道向けの部品販売が順調に伸びたことから売上増
となりました。
　航空機シート部門は、補給部品の販売が減少したことにより売上減となりました。
　以上の状況により、輸送機器関連事業全体の売上高は前期比2.2％増の270億８千５百万円と
なりました。

〔電気機器関連事業〕
　照明部門は、道路灯及び大規模施設向けナイター照明機器の販売が増加したことから売上増
となりました。
　情報システム部門は、高速道路向け情報システム機器の販売が増加したものの、一般道路向
け情報システム機器及びトンネル非常警報システムの販売が減少したことから売上減となりま
した。

9

事業の経過及び成果
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　交通システム部門は、各都道府県警察向け交通管制中央装置及び交通信号灯器の販売が増加
したものの、交通信号制御機等の販売が減少したことから売上減となりました。
　以上の状況により、電気機器関連事業全体の売上高は前期比1.9％減の237億５千７百万円と
なりました。

〔住設環境関連事業〕
　住設機器部門は、石けん吐出装置の販売は増加したものの、両面ハンドドライヤーの販売が
減少したことから売上減となりました。
　環境システム部門は、大学・研究所向け環境調節装置の販売が減少したことにより売上減と
なりました。
　以上の状況により、住設環境関連事業全体の売上高は前期比10.1％減の17億５千１百万円と
なりました。

　当連結会計年度における利益につきましては、中国子会社が増益となったものの国内及び米国
子会社が減益となったことから、営業利益は前期比2.2％減の53億１千２百万円となりました。
一方、経常利益は前期比2.1％増の50億５百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利
益は、前期に航空機シート事業の損害賠償にかかる特別損失が生じたことにより、前期比で大幅
に改善し、33億７千５百万円となりました。

　なお、配当につきましては、利益改善が見られたものの、業績、財務内容等の状況を総合的に
勘案し、誠に遺憾ながら無配とさせていただきたいと存じます。株主の皆様には甚だ申し訳ござ
いませんが、何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

10

事業の経過及び成果
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２）設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は１億６千３百万円で、その主なものは当社及び子会社の生
産設備及び試験設備等の整備であります。

３）資金調達の状況
　当連結会計年度の所要資金は、自己資金及び借入金を充当しております。
　増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

４）対処すべき課題
　当社グループの高品質な先進技術による付加価値の高い新商品の開発及び市場への早期投入を
加速し、販売を強化してまいります。これにより、国内の交通インフラの老朽化・省エネ対策を
はじめとして、2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催を控えた官民需要の盛
り上がりやインバウンド需要による景気の押し上げ等に積極的に対応することで、売上の拡大に
努めてまいります。併せて、原価低減、合理化を徹底することにより、全社的なコストダウンと
経費節減を強力に推進してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

５）事業区分別売上状況
区分  ／  期別 第73期

(平成24／10～25／９)
第74期

(平成25／10～26／９)
第75期

(平成26／10～27／９)
第76期

(平成27／10～28／９)

輸送機器関連事業 百万円 14,720 29,000 26,508 27,085

電気機器関連事業 百万円 26,854 25,004 24,218 23,757

住設環境関連事業 百万円 1,933 1,998 1,947 1,751

合計 百万円 43,508 56,003 52,674 52,593

11

設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題、事業区分別売上状況
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６）財産及び損益の状況の推移
区分  ／  期別 第73期

(平成24／10～25／９)
第74期

(平成25／10～26／９)
第75期

(平成26／10～27／９)
第76期

(平成27／10～28／９)

売上高 百万円 43,508 56,003 52,674 52,593

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 2,282 3,937 △10,883 3,375

１株当たり当期純利益 円 55.05 94.97 △262.58 81.46

総資産 百万円 43,038 49,730 49,943 42,917

純資産 百万円 11,516 17,290 8,279 10,200

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、算出しております。

＜ご参考＞

第73期 第74期 第75期 第76期

43,508
56,003 52,674 52,593

▌売上高 （単位：百万円）

第73期 第74期 第75期 第76期

2,472

7,022

5,434 5,312

▌営業利益 （単位：百万円）

第73期 第74期 第75期 第76期

2,904

6,915

4,901 5,005

▌経常利益 （単位：百万円）

第73期 第74期 第75期 第76期

2,282 3,937

△10,883

3,375

▌親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）
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７）重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容 事業上の関係

株式会社小糸製作所 14,270百万円 50.18％
自動車照明器、航空機部
品、その他製品の製造、
販売

当社グループは、親会社に
照明機器等を販売し、ラン
プ類等を購入しておりま
す。

（注）出資比率は自己株式（147,507株）を控除して計算しております。

②　親会社との取引に関する事項
イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

　当社グループは親会社との間で「照明機器等の販売」及び「ランプ類等の購入」等の取引
を実施しておりますが、当該取引をするに当たっては、少数株主の保護のため、必要性及び
取引条件が第三者との通常の取引と著しく相違しないよう留意し、公正かつ適正に決定して
おります。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
　当社取締役会は、当該取引の金額が当社の経営成績に与える影響は僅少であり、取引条件
においても上記イ．に記載の通りであることから、当社の利益を害するものではないと判断
しております。
　事業運営につきましては、親会社と事業領域が異なっており、取締役会においても独自の
意思決定に基づき経営判断及び業務執行を行っております。

13

重要な親会社及び子会社の状況
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③　重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

コイト電工株式会社 90百万円 100.00％
鉄道車両用電装品・シート、照明機器、
道路情報機器、交通信号保安機器、
住設機器及び環境調節機器の製造、販売

ミナモト通信株式会社 40百万円 100.00％ 交通信号保安機器及び道路情報機器の保守

KPS N.A.,INC. 400千米ドル 100.00％ 鉄道車両用電装品の製造、販売

丘山産業株式会社 50百万円 51.00％ 鉄道車両用シートの製造、販売

常州小糸今創交通設備有限公司 200百万円 50.00％ 鉄道車両用電装品の製造、販売

（注）当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 コイト電工株式会社

特定完全子会社の住所 静岡県駿東郡長泉町南一色720番地

当社及び当社の特定完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 8,168百万円

当社の総資産額 22,945百万円

14

重要な親会社及び子会社の状況
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８）主要な事業内容（平成28年９月30日現在）
区　分 部　門 営　　業　　種　　目

輸送機器関連事業
鉄道車両機器 鉄道車両用照明・制御機器、モニターシステム、

情報表示システム、鉄道車両用シート

航空機シート 航空機用シート

電気機器関連事業

照明 道路照明、トンネル照明、景観照明、スポーツ・空港施設照明

情報システム
道路情報表示システム、トンネル非常警報システム、
道路気象観測表示システム、ETC関連機器、画像応用機器、
各種工事、保守

交通システム 交通管理システム、交通信号機器、交通情報収集装置、
交通情報提供装置、海上信号情報システム、各種工事、保守

住設環境関連事業
住設機器 自動洗面器、石けん吐出装置、ベビーシート、ベビーチェア

環境システム バイオ関連システム、空気調和設備、環境計測装置、
環境試験装置、各種工事

15

主要な事業内容
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９）主要な工場及び営業所（平成28年９月30日現在）
①　当社

名　　　称 所　在　地

本社・工場 横浜市戸塚区

②　子会社
会　社　名 所　在　地

コイト電工株式会社 静岡県駿東郡

ミナモト通信株式会社 横浜市戸塚区

KPS N.A.,INC. 米国ニューヨーク州

丘山産業株式会社 群馬県邑楽郡

常州小糸今創交通設備有限公司 中華人民共和国常州市

16
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10）従業員の状況（平成28年９月30日現在）
①　企業集団の従業員の状況

区　　　分 従業員数 前連結会計年度末比増減

輸送機器関連事業 784名 56名増

電気機器関連事業 730名 10名減

住設環境関連事業 43名 7名減

全社（共通） 76名 3名増

合計 1,633名 42名増

②　当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

88名 12名減 44.3歳 17.9年

11）主要な借入先（平成28年９月30日現在）
借　　入　　先 借　　入　　額

株式会社三菱東京UFJ銀行 7,500百万円

株式会社三井住友銀行 7,500百万円

17

従業員の状況、主要な借入先
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12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、Thai Airways International Public Company Limitedより航空機シートの納入遅
延等について損害賠償請求訴訟の提起を受けておりましたが、当連結会計年度において和解契
約を締結し、和解金6,468百万円を支払い、当該訴訟は解決しております。

18
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2 会社の株式に関する事項（平成28年９月30日現在）

１）発行可能株式総数

その他国内法人
56.5％

外国法人等
4.3％

金融商品取引業者
（証券会社）
1.7％

個人・その他
28.1％

金融機関
9.4％

■所有者別分布状況（株式数比率）
〈ご参考〉

160,000,000株
２）発行済株式の総数

41,587,061株
３）株　主　数

2,109名

４）大　株　主
株　　主　　名 持　株　数 (千株) 持株比率 (％)

株式会社小糸製作所 20,794 50.18

KIホールディングス取引先持株会 2,406 5.81

株式会社三井住友銀行 1,046 2.52

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 938 2.26

株式会社三菱東京UFJ銀行 880 2.12

第一生命保険株式会社 735 1.77

KIホールディングス従業員持株会 623 1.51

TOTO株式会社 607 1.47

北愛知三菱自動車販売株式会社 572 1.38

日本生命保険相互会社 405 0.98

（注）持株比率は自己株式（147,507株）を控除して計算しております。

19

会社の株式に関する事項
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3 会社役員に関する事項

１）取締役及び監査役の状況（平成28年９月30日現在）
会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 米 澤 典 明 コイト電工株式会社　代表取締役会長
代表取締役社長 掛 川 　 隆

専務取締役 小 澤 康 夫 技術部門・品質保証部門統括
コイト電工株式会社　専務取締役　専務執行役員

専務取締役 山 口 常 雄 生産部門統括
コイト電工株式会社　代表取締役社長　社長執行役員

常務取締役 酒 井 髙 之
航空事業部担当、営業部門統括
コイト電工株式会社　常務取締役　常務執行役員
常州小糸今創交通設備有限公司　董事長

常務取締役 田地川　　　章

経理部長、経営企画部担当、管理部門・調達部門統括
コイト電工株式会社　常務取締役　常務執行役員
ミナモト通信株式会社　監査役
KPS N.A.,INC.　取締役
丘山産業株式会社　監査役
常州小糸今創交通設備有限公司　監事

取締役 内 山 正 巳 株式会社小糸製作所　取締役常務執行役員

取締役 若 林 秀 和 人事総務部長
コイト電工株式会社　監査役

常勤監査役 佐 藤 克 彦

監査役 小長谷　秀　治
株式会社小糸製作所　取締役常務執行役員
経理本部副本部長
コイト電工株式会社　監査役

監査役 遠 藤 哲 嗣 弁護士、日本総合住生活株式会社　社外監査役
監査役 並 松 晴 行 税理士

（注）１．平成27年12月17日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって山田浩平氏は監査役を退任いたしました。
２．監査役遠藤哲嗣氏及び並松晴行氏は社外監査役であります。
３．監査役並松晴行氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．監査役遠藤哲嗣氏及び並松晴行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該責任限定契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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２）取締役及び監査役の報酬等の総額
区　　分 支　給　人　員 支　給　額

取 締 役 8名 189百万円

監 査 役 5名 28百万円

合　　計 13名 218百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記には、平成27年12月17日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。
３．上記のうち、社外監査役に対する報酬等の総額は３名10百万円であります。
４．上記のほか、平成27年12月17日開催の第75回定時株主総会の決議に基づき退任監査役１名に対し退職慰労金22百万円を支給し

ております。

３）社外役員に関する事項
①　他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　監査役遠藤哲嗣氏は、日本総合住生活株式会社の社外監査役を兼務しております。当社と日
本総合住生活株式会社との間に特別の利害関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 主な活動状況

社外監査役 遠 藤 哲 嗣 12回中11回
（91.7％）

14回中13回
（92.9％）

主に法律の専門家としての見地から意見を
述べるなど、取締役会・監査役会の意思決
定の妥当性、適正性を検討し、助言・提言
を行っております。

社外監査役 並 松 晴 行 10回中10回
（100.0％）

10回中10回
（100.0％）

主に税務の専門家としての見地から意見を
述べるなど、取締役会・監査役会の意思決
定の妥当性、適正性を検討し、助言・提言
を行っております。

（注）監査役並松晴行氏の取締役会及び監査役会への出席回数は、同氏が平成27年12月17日開催の第75回定時株主総会にて選任された後
の開催回数を記載しております。
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４）社外取締役を置くことが相当でない理由
　当社は、企業統治の強化に社外取締役が一定の役割を果たすとの最近の議論を踏まえ、当社の
社外取締役として適任の方を探しておりましたが、これまで、独立性を有し、当社の事業特性を
踏まえ取締役の業務執行を適切に監督できる能力のある社外取締役候補者を選定するに至ってお
りませんでした。
　適任ではない方を社外取締役として選任した場合、株主利益を損なうリスクを有することとな
る可能性に鑑み、社外取締役を置くことは相当でないと判断してまいりました。
　しかしながら、今般、社外取締役の適任者を得ることができましたので、平成28年12月21日
開催予定の第76回定時株主総会に社外取締役候補者を含む取締役選任議案を上程いたします。
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4 会計監査人に関する事項

１）会計監査人の名称
明治アーク監査法人

（注）明治監査法人は平成28年１月４日をもってアーク監査法人と合併し、名称を明治アーク監査法人に変更しております。

２）会計監査人の報酬等の額
支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表している「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、社内関係各部署及び会計監査
人から必要な資料の入手や報告の聴取を行い、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務の執行状況や報酬見
積もりの算定根拠等を検討した結果、上記の報酬を妥当と判断したため、会社法第399条第１項の同意を行ったものです。

３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、次のいずれかに該当する場合、監査役全員の同意をもって、会計監査人の解任の
決定を行います。
・会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると監査役会が判断した場合
・当該会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令による懲戒処分や監督官庁からの処分を受け
　た場合
・会社都合による場合で、その理由につき妥当と監査役会が判断した場合
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４）責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令が定める最低責任限度額としております。

５）当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算関
係書類監査の状況
　当社の子会社のうち、KPS N.A.,INC.及び常州小糸今創交通設備有限公司は、当社の会計監査人
以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けております。
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5 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

１）当社及び子会社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制
①　｢企業倫理行動基準｣ を定め、当社及び子会社のコンプライアンスに関する規範とする。並び

に「企業倫理規程」などの関係諸規程の整備と取締役社長を委員長とする「企業倫理委員会」
の下、全社を挙げて法令・規程遵守の体制を維持し、全役職員に周知徹底を図る。

②　法令違反の早期発見と是正を図るため、業務執行ラインから独立した内部通報制度として「ヘ
ルプライン」を整備し、通報者の秘密を厳守し通報者が不利益を被ることがないよう運用す
る。

③　当社及び子会社の全役職員は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、反社会的勢力に対し
ては、警察等の外部専門機関と連携し毅然とした態度で対応する。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　｢情報セキュリティ管理規程｣ 等の関係諸規程を整備し、適正な情報管理体制を維持・管理す

る。
②　重要な契約書・議事録・法定帳票等、適正な業務執行を確保するため、必要な文書等の情報

を法令及び規程に基づき適切に作成・保存・管理する。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
コンプライアンス、財務、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクに
ついては、各担当部署にて関係諸規程、ガイドライン等を整備し、研修の実施やマニュアルの作
成・配布を行うと共に、重大なリスクは取締役会にて報告・協議を行い、損失を最小限に止める
リスク管理を行う。
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４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　年度毎の社長方針に基づき、各部門で方針を具体化し業務を遂行する。
②　取締役会、常務会を定例開催し、取締役及び子会社の取締役等の職務の執行状況の報告を受

け、必要な意思決定を行うと共に常に組織・体制の最適化を図る。

５）当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を
確保するための体制
当社は、親会社の方針に基づき、子会社の業務の適正を確保するため、以下の体制を整備する。
①　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社の取締役及び使用人から定期的に職務の執行

状況その他の報告を受ける体制を維持する。
②　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社のリスクを総括的に管理する。子会社の対応

が不十分である場合には、指導や是正措置を講じる。
③　子会社に対し、職務の執行が効率的に行われるために、取締役会の定期開催、規程・組織・

体制の整備を指示・指導し、運用状況を管理する。
④　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、

内部監査部署による監査を実施し、その結果を当社監査役へ報告する。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項
監査役の求めがあれば監査役の業務補助のための監査役スタッフを置くこととし、監査役スタッ
フは監査役の指示・命令を受け業務を行う。その人事は監査役の同意のもとに行う。

７）前号使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役スタッフの指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締役の指示・命令は受けないものと
することで、監査役の指示・命令の実効性を確保する。
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８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他監査役への報
告に関する体制
①　取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、随時職務の執行状況その他に関する報告をす

る。
②　当社及び子会社の取締役並びに使用人は、会社に重大な影響を与える事項、法令・定款に違

反する事項、その他コンプライアンス等に関し、適時・適切に監査役に報告をする。
③　監査役に対する職務の執行状況その他に関する報告を行ったことを理由として、当社及び子

会社の取締役並びに使用人は不利益な取扱いを受けないこととし、全役職員に周知する。

９）監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務上必要と認められる費用については予算化し、請求があった場合、会社は遅滞なく
払う。

10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は監査計画に基づき、取締役会をはじめとする各種会議や委員会へ出席し、重要書類の閲
覧等により業務の遂行状況を把握・監査し、会社は円滑な監査の実施及び監査環境の整備に協力
する。

11）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、当社及び子会社の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制
システムを構築し、評価・維持・改善等を行う。
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6 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当連結会計年度（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）における上記体制の運用状況
の概要は以下のとおりであります。

１）コンプライアンス体制について
①　｢企業倫理行動基準｣ を定めており、「企業倫理規程」などの関係諸規程の整備、取締役社長

を委員長とする「企業倫理委員会」のもと、全社を挙げて法令・規程遵守の体制を維持し、
全役職員に周知徹底を図っております。

②　法令違反の早期発見と是正を図るため、内部通報制度「ヘルプライン」を運用しております。
また、通報者保護により不利益を被ることがないよう運用しております。

③　当社及び子会社の全役職員は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、警察等の外部専門機
関と普段から連携を図っております。

２）取締役の職務の執行に関する体制について
①　当社は、取締役会による経営の意思決定・監督、各取締役による職務執行、監査役による職

務執行の監査を行っております。
②　取締役会は取締役８名で構成され、原則月１回開催し、取締役、監査役出席のもと、職務執

行状況の報告、重要事項についての意思決定を行っております。
③　取締役会を補う機関として、常勤取締役で構成する常務会を原則月３回開催しており、職務

執行状況の報告及びフォローを実施しております。
④　年度毎の社長方針に基づき、各部門で方針を具現化し業務を遂行しております。
⑤　重要な契約書・議事録・法定帳票等、適正な業務執行を確保するため、必要な文書等の情報

を法令及び規程に基づき適切に作成・保存・管理しております。
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３）リスク管理体制について
コンプライアンス、財務、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクに
ついては、各担当部署にて関係諸規程、ガイドライン等を整備し、研修の実施やマニュアルの作
成・配布を行うとともに、重大なリスクは取締役会にて報告・協議を行い、損失を最小限に止め
るリスク管理を行っております。

４）グループ会社管理体制について
①　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社の取締役及び使用人から定期的に職務の執行

状況その他の報告を受けております。また個別の重要案件については、子会社と当社関係部
署が協議の上、当社の取締役会・常務会に上程し、承認を受けております。

②　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社のリスクを総括的に管理するとともに、子会
社の対応が不十分である場合には、指導や是正措置を講じております。

③　当社の内部監査部門は子会社の内部統制システム整備状況を定期的に監査し、監査役へ報告
しております。

５）監査役に関する体制について
当社は、親会社の方針に基づき、子会社の業務の適正を確保するため、以下の体制を整備してお
ります。
①　監査役は監査計画に基づき、取締役会をはじめとする各種会議や委員会に出席するとともに、

重要書類の閲覧等により、取締役の職務の執行状況及び会社の意思決定の妥当性・適正性等
を監査しております。

②　監査役は、監査役往査に加え、会計監査人の監査への立会い、取締役及び内部監査部門等と
の情報交換等により、監査の実効性を高めるよう努めております。

本事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
また、比率は表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連結貸借対照表 (単位：百万円)

科 目 当年度
(平成28年９月30日現在)

前年度 (ご参考)
(平成27年９月30日現在)

(資産の部)
流動資産 30,402 36,707

現金及び預金 4,105 5,420

受取手形及び売掛金 17,227 18,893

有価証券 － 921

製品 3,377 3,417

仕掛品 1,774 2,734

原材料及び貯蔵品 3,718 4,806

繰延税金資産 118 113

その他 381 845

貸倒引当金 △300 △444

固定資産 12,515 13,236

有形固定資産 5,859 6,074

建物及び構築物 2,563 2,753

機械装置及び運搬具 139 174

工具、器具及び備品 184 174

土地 2,971 2,971

無形固定資産 202 230

投資その他の資産 6,453 6,931

投資有価証券 6,017 6,540

繰延税金資産 100 100

その他 446 299

貸倒引当金 △110 △8

資産合計 42,917 49,943

科 目 当年度
(平成28年９月30日現在)

前年度 (ご参考)
(平成27年９月30日現在)

(負債の部)
流動負債 17,633 26,875

支払手形及び買掛金 7,918 9,930
短期借入金 4,000 12,224
１年内返済予定の長期借入金 2,043 70
未払法人税等 265 234
賞与引当金 500 465
その他 2,905 3,950

固定負債 15,083 14,788
長期借入金 9,013 1,057
繰延税金負債 757 937
役員退職慰労引当金 334 306
環境対策引当金 185 191
損害賠償引当金 － 7,552
退職給付に係る負債 4,714 4,671
その他 77 71

負債合計 32,717 41,663
(純資産の部)
株主資本 6,100 2,726
資本金 9,214 9,214
資本剰余金 8,211 8,211
利益剰余金 △11,270 △14,646
自己株式 △54 △52

その他の包括利益累計額 1,040 2,484
その他有価証券評価差額金 1,712 1,968
為替換算調整勘定 △104 674
退職給付に係る調整累計額 △568 △159

非支配株主持分 3,059 3,068
純資産合計 10,200 8,279
負債及び純資産合計 42,917 49,943

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 (単位：百万円)

科 目
当年度

平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで

前年度 (ご参考)
平成26年10月 1 日から
平成27年 9 月30日まで

売上高 52,593 52,674
売上原価 42,150 41,715
売上総利益 10,443 10,958
販売費及び一般管理費 5,130 5,523
営業利益 5,312 5,434
営業外収益 270 398

受取利息及び配当金 161 192
為替差益 － 104
受取家賃 38 39
その他の収益 70 62

営業外費用 576 931
支払利息 214 78
為替差損 201 －
航空事業安全対策費 34 587
その他の費用 126 266

経常利益 5,005 4,901
特別利益 1,078 1,487

固定資産売却益 3 1,351
投資有価証券売却益 － 135
投資有価証券償還益 6 －
損害賠償引当金戻入額 1,068 －

特別損失 2 15,016
固定資産除売却損 2 0
損害賠償金 － 924
損害賠償引当金繰入額 － 14,091

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当
期純損失（△） 6,082 △8,627
法人税、住民税及び事業税 945 766
法人税等調整額 △16 35
当期純利益又は当期純損失（△） 5,154 △9,429
(内　訳)
非支配株主に帰属する当期純利益 1,778 1,453
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純損失（△） 3,375 △10,883

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで） (単位：百万円)

株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 9,214 8,211 △14,646 △52 2,726
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 3,375 － 3,375

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2 △2

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額  (純 額) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,375 △2 3,373
当 期 末 残 高 9,214 8,211 △11,270 △54 6,100

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に
係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,968 674 △159 2,484 3,068 8,279
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － 3,375

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △2

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額  (純 額) △255 △779 △409 △1,443 △9 △1,453

当 期 変 動 額 合 計 △255 △779 △409 △1,443 △9 1,920
当 期 末 残 高 1,712 △104 △568 1,040 3,059 10,200

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　５社
・連結子会社の名称　　　　　　　コイト電工 株式会社

ミナモト通信 株式会社
KPS N.A.,INC.
丘山産業 株式会社
常州小糸今創交通設備有限公司

非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称　　　　　　KOITO AVIATION,LLC.

連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金のうち持分に見
合う額等の合計額は、連結会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余
金等の合計額に対していずれも僅少であり、かつ全体としても連結計算書類
に重要な影響を与えていないため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の状況

・持分法を適用していない非連結子会社の名称
KOITO AVIATION,LLC.

持分法を適用していない理由　　持分法を適用していない非連結子会社の当期純損益及び利益剰余金のうち持
分に見合う額等の合計額が、連結会社の当期純損益及び利益剰余金等の合計
額に対していずれも僅少であり、かつ全体としても重要性に乏しいため持分
法を適用しておりません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、丘山産業株式会社の決算日は３月31日、KPS N.A.,INC.及び常州小糸今創交通設備有限
公司の決算日は12月31日でありますが、これらの会社については９月30日の仮決算による計算書類に基づい
て連結計算書類を作成しております。
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（4）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
ハ．たな卸資産

・製品、仕掛品　　　　　　　主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

・原材料及び貯蔵品　　　　　主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法によっており

ます。ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した
建物、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～50年
機械装置及び運搬具　２年～12年

ロ．無形固定資産　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定額法を、在外連結子会社は所在地国の会計基準
に基づく定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年
度末における支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　当社及び一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、
規程に基づく役員退職慰労金の期末要支給額を計上しております。

ニ．環境対策引当金　　　　　　ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物等の撤去、処理に関する支出に備えるた
め、当連結会計年度末における見込額を計上しております。

ホ．損害賠償引当金　　　　　　損害賠償金の支払いに備えるため、その支払い見込額に基づき計上しており
ます。

④　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上は、工事完成基準を適用しております。

⑥　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

⑦　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。

⑧　重要なヘッジ会計の方法
借入金に係る金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。金利スワップ取引につ
いては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

⑨　連結納税制度の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
(企業結合に関する会計基準等の適用)
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。)、「連結財務諸表に関する会計基準｣(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と
いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計
基準」という。)等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ
る差額を資本剰余金として計上すると共に、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に
変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定
による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更し
ております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って
おります。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結計算書類の組替えを行っており
ます。企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(4)、連結会計基準第44-5項(4)及び
事業分離等会計基準第57-4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に
わたって適用しております。
　これによる損益への影響はありません。
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対
応報告第32号　平成28年６月17日)を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる連結計算書類への影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他の収益」に含めておりました「受取家賃」（前連結会計
年度金額39百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務等

①　担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 1,303百万円
土 地 1,743百万円

計 3,047百万円
②　担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 10,057百万円
36
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（2）有形固定資産の減価償却累計額 19,645百万円
（3）受取手形裏書譲渡高 175百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 41,587,061株
（2）配当に関する事項

　該当事項はありません。

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認、退職給付に係る負債の否認等であり、繰延税金負債の
発生の原因は、その他有価証券評価差額金であります。

７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金又は流動性のある金融資産で運用しており、資金調達に
ついては銀行等金融機関から借り入れております。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクがあります。また、外貨建ての営業債権は、為替
の変動リスクがあります。
有価証券及び投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クがあります。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部
には、外貨建てのものがあり、為替の変動リスクがありますが、同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあり
ます。
借入金は運転資金及び損害賠償金支払いに係るものであります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
また、満期保有目的の債券は、経理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスク
は僅少であります。

37

連結注記表



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類
等

監
査
報
告

2016/11/22 10:48:32 / 16236136_ＫＩホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

ロ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握してお
ります。また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見
直しております。
借入金については、金利の変動リスクを抑えるため、その一部について金利スワップ取引を利用してヘッ
ジをしております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性
の維持などにより流動性リスクを管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額 (※) 時価 (※) 差額

(1)　現金及び預金 4,105 4,105 －
(2)　受取手形及び売掛金 17,227 17,227 －
(3)　有価証券及び投資有価証券 6,001 6,001 －
(4)　支払手形及び買掛金 (7,918) (7,918) －
(5)　短期借入金 (4,000) (4,000) －
(6)　未払法人税等 (265) (265) －
(7)　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） (11,057) (11,056) △0

(※)　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注)　１．金融商品の時価の算定方法

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か
ら提示された価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金、（6）未払法人税等
これらの時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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（7）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。

２．非上場株式等（連結貸借対照表計上額15百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見
積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有価証券及び投資
有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 172円32銭
（2）１株当たり当期純利益 81円46銭

９．その他
訴訟
　当社は、Thai Airways International Public Company Limitedより航空機シートの納入遅延等について損害
賠償請求訴訟の提起を受けておりましたが、当連結会計年度において和解契約を締結し、和解金6,468百万円を
支払い、当該訴訟は解決しております。
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貸借対照表 (単位：百万円)

科 目 当年度
(平成28年９月30日現在)

前年度 (ご参考)
(平成27年９月30日現在)

(資産の部)
流動資産 3,078 5,677

現金及び預金 582 1,809
受取手形 － 0
売掛金 284 477
製品 29 51
仕掛品 155 163
原材料及び貯蔵品 373 387
前払費用 59 31
未収入金 504 1,757
その他 1,225 1,120
貸倒引当金 △136 △122

固定資産 19,867 20,589
有形固定資産 5,253 5,463
建物 2,457 2,637
構築物 13 16
機械及び装置 6 8
車両及び運搬具 0 0
工具、器具及び備品 40 64
土地 2,735 2,735

無形固定資産 79 98
ソフトウェア 59 78
その他 20 20

投資その他の資産 14,533 15,027
投資有価証券 6,011 6,533
関係会社株式 8,388 8,388
関係会社出資金 100 100
その他 143 14
貸倒引当金 △110 △8

資産合計 22,945 26,266

科 目 当年度
(平成28年９月30日現在)

前年度 (ご参考)
(平成27年９月30日現在)

(負債の部)
流動負債 6,566 12,388

支払手形 2 13
買掛金 8 65
短期借入金 4,000 11,797
1年内返済予定の長期借入金 2,000 －
未払金 135 106
未払費用 280 283
未払法人税等 40 17
前受金 1 1
預り金 30 33
賞与引当金 30 31
その他 35 37

固定負債 13,936 14,005
長期借入金 9,000 1,000
繰延税金負債 755 934
退職給付引当金 3,342 3,720
役員退職慰労引当金 258 241
環境対策引当金 185 191
損害賠償引当金 － 7,552
その他 395 365

負債合計 20,502 26,393
(純資産の部)
株主資本 730 △2,093
資本金 9,214 9,214
資本剰余金 8,211 8,211
資本準備金 8,211 8,211

利益剰余金 △16,641 △19,467
利益準備金 2,303 2,303
その他利益剰余金 △18,944 △21,770

別途積立金 14,300 14,300
繰越利益剰余金 △33,244 △36,070

自己株式 △54 △52
評価・換算差額等 1,712 1,967
その他有価証券評価差額金 1,712 1,967

純資産合計 2,442 △126
負債及び純資産合計 22,945 26,266

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (単位：百万円)

科 目
当年度

平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで

前年度 (ご参考)
平成26年10月 1 日から
平成27年 9 月30日まで

売上高 329 488
売上原価 327 523
売上総利益又は売上総損失（△） 1 △34
販売費及び一般管理費 981 820
営業損失（△） △979 △855
営業外収益 3,297 4,551

受取利息及び配当金 2,288 3,499
業務受託料 434 434
受取賃貸料 529 528
その他の収益 44 89

営業外費用 780 1,203
支払利息 212 76
為替差損 141 －
航空事業安全対策費 34 587
賃貸用資産減価償却費 159 201
その他の費用 232 339

経常利益 1,537 2,492
特別利益 1,075 1,487

固定資産売却益 0 1,351
投資有価証券売却益 － 135
投資有価証券償還益 6 －
損害賠償引当金戻入額 1,068 －

特別損失 0 15,015
固定資産除却損 0 0
損害賠償金 － 924
損害賠償引当金繰入額 － 14,091

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△） 2,612 △11,036

法人税、住民税及び事業税 △213 △374
当期純利益又は当期純損失（△） 2,825 △10,661

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで） (単位：百万円)

株　主　資　本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 9,214 8,211 8,211 2,303 14,300 △36,070 △19,467
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － － － － － 2,825 2,825
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額  ( 純 額 ) － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 2,825 2,825
当 期 末 残 高 9,214 8,211 8,211 2,303 14,300 △33,244 △16,641

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △52 △2,093 1,967 1,967 △126
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － 2,825 － － 2,825
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2 － － △2
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額  ( 純 額 ) － － △254 △254 △254

当 期 変 動 額 合 計 △2 2,823 △254 △254 2,569
当 期 末 残 高 △54 730 1,712 1,712 2,442
(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移動平均法により処理）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産

・製品、仕掛品　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

・原材料及び貯蔵品　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物、平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～50年
機械装置及び運搬具　４年～12年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき
計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。
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④　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく役員退職慰労金の当事
業年度末要支給額を計上しております。

⑤　環境対策引当金　　　　　　　ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物等の撤去、処理に関する支出に備えるた
め、その見込額を計上しております。

⑥　損害賠償引当金　　　　　　　損害賠償金の支払いに備えるため、その支払い見込額に基づき計上しており
ます。

（4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

（5）重要なヘッジ会計の方法
借入金に係る金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。金利スワップ取引につ
いては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

（6）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（7）連結納税制度の適用
　当社は連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
(企業結合に関する会計基準等の適用)
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基
準」という。)等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更し
ております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得
原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(4)及び事業分離等会計基準第57-4項(4)
に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　これによる損益への影響はありません。
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対
応報告第32号　平成28年６月17日)を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及
び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる計算書類への影響はありません。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務等

①　担保に供している資産
建 物 1,231百万円
土 地 1,627百万円

計 2,858百万円
②　担保に係る債務

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） 10,000百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 14,367百万円
（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 1,672百万円
②　長期金銭債権 101百万円
③　短期金銭債務 183百万円
④　長期金銭債務 395百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

①　売上高 69百万円
②　仕入高 11百万円
③　営業取引以外の取引高 3,149百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数 147,507株

(普通株式)

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金であります。
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７．関連当事者との取引に関する注記
　子会社

種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

百万円 百万円

子会社 コイト電工㈱
（所有）

直接
100.00％

業務の委託
業務の受託
不動産、設備
の賃貸
資金の貸付
役員の兼務、
等

管理業務の受託 434 － －
管理業務、物流
業務の委託 10 － －

不動産、システ
ム等設備賃貸 837 － －

資金の貸付 4,000 その他
(短期貸付金) 1,000

貸付金の回収 4,000 － －
利息の受取り 17 未収入金 0
出向者に対する
受取人件費 5,315 － －

転籍従業員に対
する退職金 － その他

(長期未払金) 395

その他
(水道光熱費) 71 未収入金 7

(注)　１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　業務の委託、業務の受託については、業務に係る人件費等を勘案し、合理的に決定しております。
②　不動産、設備等の賃貸については、当社と子会社の使用割合を勘案し、合理的に決定しております。
③　貸出利率は市場金利を勘案して、合理的に決定しております。
④　出向者に対する受取人件費は、出向社員の給与支給額を勘案し、決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 58円95銭
（2）１株当たり当期純利益 68円19銭

９．その他
訴訟
　当社は、Thai Airways International Public Company Limitedより航空機シートの納入遅延等について損害
賠償請求訴訟の提起を受けておりましたが、当事業年度において和解契約を締結し、和解金6,468百万円を支払
い、当該訴訟は解決しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年11月７日

KIホールディングス株式会社
　　　取締役会　　御中

明治アーク監査法人
指 定 社 員 公認会計士 小　貫　泰　志 ㊞業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 田　村　　　靖 ㊞業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 木　村　ゆりか ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、KIホールディングス株式会社の平成27年10月１
日から平成28年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、KIホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年11月７日

KIホールディングス株式会社
　　　取締役会　　御中

明治アーク監査法人
指 定 社 員 公認会計士 小　貫　泰　志 ㊞業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 田　村　　　靖 ㊞業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 木　村　ゆりか ㊞業務執行社員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、KIホールディングス株式会社の平成27年10
月１日から平成28年９月30日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人である明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年11月11日

KIホールディングス株式会社　監査役会
常勤監査役 佐　藤　克　彦 ㊞
監 査 役 小長谷　秀　治 ㊞
社外監査役 遠　藤　哲　嗣 ㊞
社外監査役 並　松　晴　行 ㊞

以　上

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場
ＫＩホールディングス株式会社
〒244-8569　横浜市戸塚区前田町100番地
TEL 045-822-7101（代表）

東口バス乗り場
４番・５番

ＫＩホール
ディングス

本社

N

東
戸
塚
駅

横浜市立
品濃小学校

明日葉保育園
東戸塚園

バス停
品濃口

至東京

東口

神奈川三菱
自動車販売

日産柏尾川

至大船

国道１号線

オーロラ
シティー

東戸塚駅前

品濃町

品濃小学校前

文

交　通

ＪＲ横須賀線　東戸塚駅下車
東口より徒歩15分
バスご利用の場合　東口バス乗り場４番又は５番より乗車、
「品濃口」下車徒歩２分

地図




